
中期目標（素案） －地方独立行政法人広島市立病院機構－ 

中期目標（素案） 説  明 

（前文） 

広島市民病院、安佐市民病院、舟入市民病院、リハビリテーション病院・自立

訓練施設では、救急医療や周産期医療、小児医療など市民生活に不可欠な医療の

提供や、がん、脳卒中、急性心筋梗塞などの治療を中心とした高度で先進的な医

療、さらには感染症やリハビリテーション医療を、それぞれの病院の特徴を生か

し、積極的に提供してきた。 

今後も、救急医療等本市の医療施策上必要とされる医療の提供に取り組むとと

もに、病院の医療水準の維持、向上を図り、より一層高いレベルの医療を提供す

るなど、市立病院として求められる役割を積極的に果たしていかなければならな

い。 

そのためには、医療費の抑制を基調とした医療制度改革や診療報酬改定、医療

需要の変化、医療の高度化といった病院を取り巻く環境変化に迅速、柔軟に対応

できなければならない。また、市立病院に求められる医療を、継続的、安定的に

提供していくためには、病院が安定した経営の下で、維持されていかなければな

らない。そして、何より、必要な医療スタッフが確保され、意欲的に働ける病院

であることが必要である。 

市立病院では、これまで、これらのことに、「地方公営企業法全部適用」とい

う枠組みの中で取り組んできたが、様々な制約から必ずしも的確に対応できてい

るとはいえなかった。 

こうしたことから、経営形態といった病院の枠組みに踏み込んでの検討を行う

ため、平成２４年５月に「広島市立病院経営改善方策検討委員会」を設置し、同

年１１月に同委員会から「地方独立行政法人へ移行することが望ましい。」との

最終報告を受けた。こうした検討等を踏まえ、本市では、病院の抱える課題や今

後の病院を取り巻く環境変化に的確に対応し、安定した経営の下、より充実した

医療サービスを提供していくため、今般、「地方独立行政法人広島市立病院機構」

（以下「市立病院機構」という。）を設立することとした。 

市立病院機構が、自律性、機動性、透明性という地方独立行政法人制度の特長

を最大限に生かしながら、本市の医療施策上必要とされる医療や高度で先進的な

医療の提供、医療に関する調査・研究、地域医療の支援等を行い、市民の健康の

維持及び増進に寄与することを求め、ここに市立病院機構に示す基本的な方針で

ある中期目標を定める。 

  

法人化検討の背景や経営改善方策検

討委員会による検討等、法人化に至る

経緯を述べた上で、法人の役割を定款

に基づき記載した。 

第１ 中期目標の期間 

平成２６年４月１日から平成３０年３月３１日までの４年間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中期目標（素案） 説  明 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

   

１ 市立病院として担うべき医療 

    市立病院は、それぞれの病院の特徴を生かし、他の医療機関との役割分担、

連携を図りながら、市民生活に不可欠な医療や高度で先進的な医療を安定的に

提供すること。 

 

⑴ 広島市民病院、安佐市民病院 

総合的で高水準な診療機能を有する本市の中核病院として、引き続き、

救急医療など市民生活に不可欠な医療や、がん、脳卒中、急性心筋梗塞な

どの治療を中心として高度で先進的な医療を積極的に提供すること。 

安佐市民病院は、本市の北部だけでなく、市域、県域を越えた北部地域

の中核病院としての機能の拡充を図ること。 

ア 広島市民病院は、初期救急から三次救急までの救急医療を提供するとと

もに、本市が進める救急医療コントロール機能の中心的な役割を担うこ

と。また、安佐市民病院は二次救急医療機関であるが、北部地域の救急医

療体制の実態を踏まえ、引き続き実質的な三次救急医療の提供を行うこ

と。 

イ 地域がん診療連携拠点病院として、豊富な治療実績を生かし、引き続き

がん診療機能の充実を図ること。 

ウ 広島市民病院は、総合周産期母子医療センターとして、リスクの高い妊

産婦や新生児への周産期医療を提供すること。 

エ 災害拠点病院として、災害時に、迅速かつ適切な医療提供ができる体制

の確保を図ること。 

オ 安佐市民病院は、へき地医療拠点病院として、また、市域、県域を越え

た北部地域の中核病院として、北部地域医療機関に対する医師の派遣や医

療従事者の研修等の支援に取り組むこと。 

 

⑵ 舟入市民病院 

小児科の２４時間３６５日救急診療や年末年始救急診療等を行う「初期

及び二次救急医療機関」、また、市内唯一の「第二種感染症指定医療機関」

として、市民生活に不可欠な医療を提供すること。 

ア 小児救急医療拠点病院として、引き続き安定的な小児救急医療の提供に

取り組むとともに、小児心療科等の小児専門医療を提供すること。 

イ 第二種感染症指定医療機関として、引き続き感染症患者の受入体制を維

持すること。併せて、感染症法の改正による担当疾病の変更や受入患者数

の大幅な減少を踏まえ、感染症病床数の見直しを行い、見直しにより生じ

るスペースをより機能的な病棟業務を行うための環境整備や病院全体の

機能向上のために活用すること。 

ウ 病院機能の有効活用を図る観点から、広島市民病院との連携を強化する

ことにより、双方が補完し合う関係を構築すること。 

 

⑶ リハビリテーション病院・自立訓練施設 

脳血管障害や脊髄損傷などによる中途障害者に対する高度で専門的な医

療及び訓練等の一貫したリハビリテーションサービスを提供すること。 

ア リハビリテーション病院は、急性期医療を終えた患者に対して、高度で

専門的な回復期リハビリテーション医療を提供すること。 

特に、広島市民病院、安佐市民病院との連携を強化し、急性期の疾病治

療・リハビリテーションから回復期のリハビリテーションが、連続的、一

体的に提供できるようにすること。 

イ 自立訓練施設は、リハビリテーション病院退院者の受入れなど病院との

連携を図りながら、利用者の家庭や職場、地域での生活の再構築のための

検討委員会で示された法人化移行に

当たっての基本的な考え方である「法

人への移行は、『自治体病院として必要

とされる医療を的確かつ継続的に提供

していく』という目標を達成するため

の手段である」ことを受け、最初に、

１ 市立病院として担うべき医療の目

標を掲げた。 

 

広島市民病院、安佐市民病院は、こ

れまでどおり、総合的で高水準な診療

機能を有する本市の中核病院としての

役割を担うこととし、 

特に注力する医療として、 

・救急医療 

・がん診療 

・周産期医療 

・災害時医療 

・へき地医療 

を掲げた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

舟入市民病院、リハビリテーション

病院についても、引き続き、それぞれ

の病院の特徴である 

・小児救急医療、感染症医療 

・リハビリテーション医療 

を提供するとともに、 

 

検討委員会で今後の医療提供のあり方

として示された、 

舟入市民病院の場合は、 

・感染病床の見直し、 

・広島市民病院との連携強化 

リハビリテーション病院の場合は、 

・広島市民病院、安佐市民病院との連

携強化、 

・身体障害者更生相談所との連携、 

・市立病院間の療法士等の交流、 

・災害時のバックアップ機能 

について記載した。 

 

 

 

 

 

 

地方独立行政法人法で中期目標の期間は、３年から５年と定められている。 

（４年間とする理由） 

法人は、理事長の指揮の下、市長から示された中期目標の達成に向け、自律的・自主的に業務を行うことになって

おり、中期目標の期間は、その達成に責任を負う理事長の任期と合わせ４年間とする。 

 
＜参考：他自治体(３５団体)の中期目標期間＞ 

目標期間 都道府県 政令市 市町 計 

３年 － １（堺市※1） １ ２団体 

４年 ６ ２（京都市、福岡市※2） １１ １９団体 

４年６カ月 ― － ２(桑名市、明石市※3) ２団体 

５年 ９ １（神戸市） ２ １２団体 

 
※1 堺市は、新病院建設時期を踏まえ 3 年に設定 

※2 福岡市は、１期目は 3 年だったが、2 期目は 4 年に変更 

※3 桑名市、明石市は、いずれも 10 月 1 日設立 
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中期目標（素案） 説  明 

訓練等を行うこと。 

ウ リハビリテーション病院及び自立訓練施設は、利用者の様々な相談に応

じるとともに、地域の医療・保健・福祉機関と連携して、退院・退所後の

生活を支援すること。また、同一施設内の本市身体障害者更生相談所が取

り組む、地域の身体障害者の相談支援や地域リハビリテーションなどの活

動にも関わり、総合的なリハビリテーションサービスを提供すること。 

エ リハビリテーション病院と他の市立病院間で、リハビリテーション医療

に従事する医師や療法士等の異動、派遣等の交流を進め、リハビリテーシ

ョン医療の質の向上と、市立病院におけるリハビリテーション医療の安定

的な提供を図ること。 

オ リハビリテーション病院は、病院の立地条件を生かし、デルタ地帯が被

災した場合に備え、市立病院のバックアップ機能を強化すること。 

 

２ 医療の質の向上 

⑴ 医療需要の変化、医療の高度化への対応 

医療需要の変化、医療の高度化に的確に対応した医療が提供できるよう、

医療スタッフの知識や技術の向上、診療科の再編などによる診療体制の充実

を図るとともに、医療機器の整備・更新等を計画的に進めること。 

   

⑵ 医療の標準化の推進 

良質な医療を効率的かつ安全、適正に提供するため、クリニカルパス（疾

病別に退院までの治療内容を標準化した計画書）の活用の拡大を図ること。 

 

⑶ チーム医療の推進 

診断技術や治療の多様化・複雑化に対応するため、医療スタッフが、診

療科や職種を越えて連携し、それぞれの専門性を生かし、質の高い医療の

提供を推進すること。 

 

⑷ 医療の安全確保の徹底 

市民に信頼される安全な医療を提供するため、医療事故や院内感染など医

療の安全を脅かす事象に関する情報収集・分析を行い、適切な予防策を講

じること。 

 

⑸ 医療に関する調査・研究の実施 

高度で先進的な医療の提供及び地域の医療水準の向上を図るため、職員の

自主的な研究活動を支援するとともに、研究成果の情報発信に努めること。

また、治験に積極的に取り組むこと。 

 

３ 患者の視点に立った医療の提供 

⑴ 病院情報の提供 

診療内容や治療実績など、患者等が病院を選択する上で必要な情報や、病

院の現状や地域の医療機関との役割分担に係る市民の理解を促進する情報

を積極的に提供すること。 

 

⑵ 法令・行動規範の順守 

市立病院としての公的使命を適切に果たすため、医療法をはじめとする関

係法令はもとより行動規範を順守し、適正な病院運営を行うこと。 

また、個人情報保護及び情報公開に関しては、本市条例等に基づき適切に

対処すること。 

 

⑶ 患者等への適切な医療情報の提供、説明 

  ア 患者の権利を尊重し、信頼と満足を得られる医療を提供するため、イン

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、医療提供に当たっての２つの

視点として、 

２ 医療の質の向上と、 

３ 患者の視点に立った医療の提供を

掲げた。 

 

内容は、これまでに病院事業局で策

定した中期経営計画に記載していたも

のを中心に、安佐市民病院建替えに係

る基本構想、他都市の中期目標を参照

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中期目標（素案） 説  明 

フォームド・コンセント（患者自身が医療内容を理解・納得し、自分に合

った治療法を選択できるよう、患者に十分な説明を行った上で同意を得る

こと。）を徹底すること。 

イ 他の医療機関の患者等が、診断や治療方針の理解を深め、患者に合った

診療を選択するため、セカンドオピニオン（診断や治療方針について主治

医以外の医師から意見を聴くこと。）を実施すること。 

  

⑷ 相談機能の強化 

安心して医療を受けることができるよう、疾病や治療に関する不安や、医

療費の負担等の生活上の問題、退院後の療養や介護支援など、患者やその

家族が抱える様々な相談に積極的に対応すること。 

 

⑸ 患者サービスの向上 

常に患者やその家族の立場を考え、温かく心のこもった応対ができるよ

う、職員の接遇の一層の向上を図ること。 

また、患者等のニーズを的確に捉え、療養環境の改善や待ち時間等の短縮

などに取り組むとともに、ボランティアの協力を得て、よりきめ細やかなサ

ービスの提供に努めること。 

 

４ 地域の医療機関等との連携 

⑴ 地域の医療機関との役割分担と連携 

地域の医療機関との適切な役割分担の下、紹介患者の受入れ・患者の紹

介を積極的に行うなど、地域の医療機関との連携を図ること。 

また、地域連携クリニカルパス（治療を行う複数の医療機関が治療方針

を共有するための診療計画書）を作成・運用し、他の医療機関との連携に

より、一貫性のある医療を提供すること。 

 

⑵ 地域の医療機関への支援 

市立病院が保有する高度医療機器の共同利用や、地域の医療従事者を対

象としたオープンカンファレンス等の開催などにより、地域の医療機関を

支援すること。 

 

⑶ 保健機関、福祉機関との連携 

高齢化の進展等に伴う疾病構造の変化に対応するため、保健所等と連携

し、疾病の予防や再発防止に取り組むこと。また、退院後の介護等に対す

る支援を強化するため、介護施設や介護サービス事業所等との連携を図る

こと。 

 

５ 市立病院間の連携の強化 

⑴  市立病院は、病院間相互に連携し各病院の医療機能を補完し合い、病院

群全体として、本市の医療施策上必要な医療を提供するとともに、一つの

病院群として、各病院の役割の見直しや連携強化などを進めることで、効

率的、効果的な病院運営を行うこと。また、本市が指定管理で運営してい

る安芸市民病院についても、引き続き連携を図ること。 

 

⑵ 市立病院間で診療情報の円滑な伝達や共有化等を図り、より効率的で質

の高い医療を提供するため、病院総合情報システム（電子カルテシステム

を中心とした医療情報を電子化して総合的に活用するシステム）の更新に

取り組むこと。 

 

６ 保健医療福祉行政への協力 

本市が実施する保健医療福祉施策の実施に協力すること。 

 

 

 

 

 

 

 

特に、３の（4）相談機能の強化は、

他都市の中期目標では大きく扱われて

いないが、患者・家族に対する心理的

なケアのニーズが高まっており、高齢

者が増加する中、退院後の療養・介護、

医療費の負担等の生活維持についての

不安も大きくなっている。現在も各病

院で、医療ソーシャルワーカーや看護

師が相談等を受け付けているが、一層

の充実が必要である。 

 

 

次に、病院が維持すべき３つの連携

として、 

４ 地域の医療機関等との連携 

５ 市立病院間の連携の強化 

６ 保健医療福祉行政への協力 

を掲げた。 

このうち、４の地域の医療機関等と

の連携は、今後、急性期病院と開業医

との役割分担が一層強力に進められる

こと、予防・介護との連携は、高齢者

の増加を踏まえれば避けて通れないこ

とから、特に留意すべきことと考えて

いる。 

 

 

 

 

 

 

また、５の市立４病院間の連携につ

いては、検討委員会でも市立病院間で

収支の状況に大きな違いがあることへ

の懸念表明が出されたことや、病院間

の競争意識を医療内容や経営状況の改

善につなげていくためにも、掲げるこ

ととした。 
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中期目標（素案） 説  明 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

 

１ 業務運営体制の確立 

  市立病院機構は、中期目標、中期計画に掲げる目標、取組の達成を目指し、

自律的、機動的な病院運営を行うこと。 

そのため、理事会を中心とした組織体制を整備するとともに、市立病院機

構内で適切な権限配分を行い、各病院長のリーダーシップの下、迅速で的確

な意思決定ができるようにすること。 

また、職員の積極的な経営参画意識を高め、業務改善に取り組む風土を醸

成すること。 

 

２ 人材の確保、育成 

⑴ 病院を取り巻く環境変化に迅速、柔軟に対応した人材の確保 

病院を取り巻く環境変化に迅速、柔軟に対応するため、多様な採用方法・

雇用形態を取り入れ、必要な時に必要な医療スタッフ等の人材を確保するこ

と。 

 

⑵ 事務職員の専門性の向上 

医療制度改革や診療報酬改定、医療需要の変化等に迅速かつ的確に対応す

るため、戦略的な病院経営を企画・立案できる事務職員を確保・育成するこ

と。 

 

⑶ 研修の充実 

ア 医療スタッフの専門性や医療技術の向上を図るため、院内研修の充実や

各種学会・研修会への参加、派遣研修など多様な研修機会の拡充を図るこ

と。また、各種の資格取得のための研修参加を促進すること。 

イ 教育研修機能の充実を図り、臨床研修医及び後期研修医を積極的に受け

入れること。また、広島市立看護専門学校やその他の関係教育機関等との

連携を強化し、優れた看護師等の医療スタッフの確保、育成に努めること。 

 

３ 弾力的な予算の執行、組織の見直し 

地方独立行政法人制度の利点を十分に生かし、弾力的な予算執行、多様な

契約方法の導入を進めるとともに、医療需要等の変化に即して、迅速・柔軟

に組織や人員配置を見直すこと。 

 

４ 意欲的に働くことのできる、働きやすい職場環境づくり 

⑴ 病院の実態に即した人事・給与制度の構築 

   病院で働く医療スタッフ等が意欲的に働くことができるよう、法人の経営

状況を踏まえつつ、職員の勤務実態や貢献度が適正に評価される人事・給与

制度を構築すること。 

 

⑵ 適切な役割分担と業務の負担軽減 

   病院の実態に即して、医療スタッフの業務を補完する補助職員の採用等に

より、適切な役割分担の下、医療スタッフの負担軽減を図ること。 

 

⑶ ワーク・ライフ・バランスの推進 

子育て支援の充実など、ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組むこ

と。 

 

５ 外部評価等の活用 

  会計監査人による監査、本市評価委員会による評価等に加え、患者等利用者

の意見を踏まえ、法人の業務運営の改善を図ること。 

  

 

様々な病院運営上の課題の解決が、

法人化の大きな目的であることから、

病院が日常的に意識し、検討委員会で

課題として検討した事項を中心に記載

し、他都市中期目標も参照した。 

 

委員会報告に記載されていた事項と

しては、 

１ 業務運営体制の確立 

・迅速、的確な意思決定 

・職員の積極的な病院経営への参画

意識の醸成 

２ 人材の確保、育成 

・病院を取り巻く環境変化に迅速、

柔軟に対応した人材の確保 

・事務職員の専門性の向上 

３ 弾力的な予算の執行、組織の見直し 

４ 意欲的に働くことのできる、働きや

すい職場環境づくり 

・病院の実態に即した人事・給与制

度の構築 

がある。 

 

 中でも、委員会報告にある移行に当

たって留意すべき事項に、「病院が提供

する医療を支えているのはそこで働く

職員である。法人は職員が常に高いモ

チベーションを保つことができるよ

う、良好な職場環境づくりに努めるこ

と」とされていることもあり、職場環

境の改善は、積極的に取り組むべき事

項と考えている。 

職員の増員だけでなく、補助職員の

採用による職員の負担の軽減や、子育

て支援の充実を具体的に取り組むべき

事項として掲げた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中期目標（素案） 説  明 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

 

 経営の安定化の推進 

ア 法人の経営努力だけでは維持することが困難な公共性の高い医療を提供

するために必要となる経費については、引き続き本市が負担するが、本市経

費負担後の中期目標期間中の経常収支の黒字を維持すること。 

イ 適正な在院日数や病床の管理、診療報酬改定への的確な対応、適切な未収

金対策に引き続き取り組むとともに、長期契約など多様な契約手法の導入に

よる調達コストの削減など、地方独立行政法人制度の利点を生かした効率的

な病院運営を行うこと。 

 

  

 

委員会報告にある移行に当たって留

意すべき事項に、「市は、法人の経営努

力だけでは維持することが困難な公共

性の高い医療の提供について、責任を

持って財政支援を行うこと」とされて

いることから、同様の趣旨を記載した。 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

 

 安佐市民病院の建替えと医療機能の拡充 

耐震性の向上と老朽化・狭あい化の解消、高度で先進的な医療機能の拡充等

への対応を図るため、安佐市民病院の建替えを進めること。また、建替えに当

たっては、本市と十分に連携して取り組むこと。 
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